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教員業績評価実施要綱 

 

平成 31 年 3 月 7 日 

経営戦略会議決定 

最近改正 令和元年 5 月 9 日 

 

１．趣旨 

 本実施要綱は、横浜国立大学における教員業績評価大綱に基づき、教員業績評価（以下、

「業績評価」という。）の実施に関し、必要な事項を定める。 

 

２．対象者及び実施組織 

（１）業績評価の対象者は、本学専任の教員（教授、准教授、講師、助教、特別研究教員、

助手（事務系の助手は除く。））とし、対象組織は、専任の教員が所属する教育学部（教

育学研究科を含む。）、国際社会科学研究院、工学研究院、環境情報研究院、都市イノ

ベーション研究院、先端科学高等研究院、全学機構、全学教育研究施設（全学センタ

ー）及び障がい学生支援室（以下、「部局等」という。）とする。 

    業績評価の実施が困難な者がいる場合は、部局等の長（以下、「部局長」という。） 

は学長と協議し、認められた場合に限り当該年度の業績評価の対象外とすることが 

できる。 

    なお、2015 年度に開始した年俸制業績評価制度適用教員は当面の間、業績評価の 

対象としない。 

（２）業績評価は、第 1 次評価を行う部局等業績評価委員会と第 2 次評価を行う全学業績

評価委員会を設置して実施する。 

 

３．評価分野・評価項目 

 評価分野は、「教育」、「研究」、「社会貢献」、「管理運営」の 4 分野とする。全学業績評価

委員会が定める各評価分野における評価項目は以下の通りとする。また部局等業績評価委

員会は、部局等や教育研究分野の特性にあわせた評価項目を追加して提案することができ、

全学業績評価委員会が調整の上、承認する。 

（１）教育分野に係わる評価項目 

（ア）授業科目の担当状況【学部】（全学教育科目を含む） 

（イ）授業科目の担当状況【大学院】 

（ウ）卒業研究指導状況 

（エ）博士課程前期研究指導状況 

（オ）博士課程後期研究指導状況 

（カ）留学生の受入状況 

（キ）教育方法の改善に関する取組状況 
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（２）研究分野に係わる評価項目 

（ア）学術雑誌等の論文公表の状況 

（イ）学術専門書等の執筆、編集の状況 

（ウ）解説、総説等の公表状況 

（エ）建築、芸術、演奏、体育系分野等の活動状況 

（オ）特許出願状況 

（カ）学術賞等の受賞の状況 

（キ）学会発表、講演等の状況 

（ク）学術調査、研究報告等の活動状況 

（ケ）科学研究費の申請、獲得状況 

（コ）共同研究、受託研究、その他外部資金の獲得状況 

（３）社会貢献分野に係わる評価項目 

（ア）国、地方公共団体での活動状況 

（イ）学会等の学術団体での活動状況 

（ウ）公開講座、生涯学習教育に関する活動状況 

（エ）産学連携活動（技術移転、技術相談等）の状況 

（オ）国際共同研究に関する活動状況 

（カ）海外活動支援の状況 

（キ）地域連携活動の状況 

（４）管理運営分野に係わる評価項目 

（ア）学内の管理運営組織（全学、部局、学科等）での活動状況 

（イ）入試業務に係わる活動状況 

（ウ）入学・進学志願者増加に係わる活動状況 

（エ）就職支援、課外活動支援に係わる活動状況 

 

４．教員業績調書の作成及び提出 

（１）教員が作成する資料については、なるべく負担が掛からないよう工夫する（他の様式

に自動反映されるなど）。 

（２）教員は教員業績調書に必要事項を記入し、指定された期日までに部局長に提出する。

なお、評価者が評価を行うにあたり、教員業績調書のほか、教育研究活動データベー

スを基に作成した資料（以下、「ＤＢ資料」という。）を使用するため、教員は教育研

究活動データベースを 5 月までに更新すること。 

（３）教員は、教員業績調書にある「教育」、「研究」、「社会貢献」、「管理運営」の各評価分

野について、対応する項目欄に必要事項を記入する。エフォート欄については、表１

のとおり評価分野ごとに職階等に対応して下限値を設定しているので、100％までの

残余を「教育」「研究」「社会貢献」「管理運営」それぞれの活動の度合、大学への貢

献、従事した時間等を総合的に考慮し、合計が 100％になるように記入する。 
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なお、記入にあたっては、別途用意する「教員業績調書記入例」及び「教員業績調書 

記入の手引き」を参照すること。 

 

５．業績評価手順について 

 業績評価手順の概要は図のとおり。 

5.1 第 1 次評価 

（１）部局長は、部局等に部局等業績評価委員会を設置する。構成員は、部局長が選任する。 

   先端科学高等研究院、全学機構、全学教育研究施設（全学センター）、障がい学生支援

室の部局等業績評価委員会は、担当理事、副学長、センター長及び担当理事・副学長

が指名する者で構成する。 

（２）部局長は、部局等業績評価委員会の委員長となる。委員長は、必要に応じて、教育研

究分野に応じた複数の評価ユニットを置くことができる。 

（３）委員長は、評価基準及び評価項目ごとのウエイト（0 から 1.0 までの 0.1 刻みで設定

する。ウエイトを 0 とした評価項目は評価に用いない。）を設定（評価ユニット単位

も可）し、全学業績評価委員会に提案のうえ、了承を得なければならない。なお、必

要に応じて評価項目を表 1 に示す職階等（教授、准教授等）ごとにウエイトを設定す

ることもできる。 

（４）委員長は、被評価者 1 名に対して、委員の中から 3 名以上（最大 5 名）の評価者を

選出する。なお、評価者は自身の評価者にはなれない。 

（５）評価者は、提出された教員業績調書及びＤＢ資料を確認し、評価基準に沿って評価を

行う。評価は、教員業績評価書の各評価項目について、表 2 に示す 5 段階で評価を

付ける。※評価を付けると自動的に総合評点合計まで計算される。 

（６）部局長は、総合評点合計を参考にして勤務状況に係わる評価（本学の業務に支障をき

たすような内容の評価）及び被評価者からの配慮を希望する事項（出産、育児、介護、

病気等、業務遂行に影響がある事情）を踏まえて総合的な評価を行い、表 3 に示す 5

段階で第 1 次評価を行い、当該部局等もしくは評価ユニットに関わる第 1 次評価案

に対する人数分布の統計的な資料とともに被評価者に内示する。 

（７）被評価者は、評価結果について異議がある場合は、内示を受けた日から起算して 7 日

以内に部局長に対し、申立を行うことができる。部局長は、申立があった場合、面談

等を実施し、その内容を踏まえ、部局等業績評価委員会と調整のうえ、第 1 次評価を

確定する。 

（８）部局長は、第１次評価結果として次に掲げる資料を全学業績評価委員会に提出する。 

（ア）部局等所属教員一覧 

（イ）教員業績評価書 

（ウ）教員業績調書 

（エ）人数分布統計資料（部局等単位） 

  なお、全学業績評価委員会は提出資料のほか、評価の妥当性を確認するために追加資
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料の提出を求めることができる。 

5.2 第 2 次評価 

（１）学長は全学業績評価委員会を設置する。構成員は学長、理事及び学長が指名する者と

する。 

（２）学長は、全学業績評価委員会の委員長となる。 

（３）委員長は、部局等から提出された第 1 次評価結果を尊重しつつ、次に掲げる評価を加

え、表 3 に示す評価を行ったうえ、第 2 次評価を審議し決定する。 

  （ア）被評価者の全学的な活動に関する評価 

  （イ）副学長、学長補佐、教育学部長（教育学研究科長含む。）、経済学部長、経営学部

長、理工学部長、都市科学部長、国際社会科学研究院長、工学研究院長、環境情報

研究院長、都市イノベーション研究院長、全学機構の長、全学教育研究施設の長（全

学センターの長）、附属図書館長、教養教育主事、障がい学生支援室長（以下、「副

学長等」という。）に関する業績の評価 

  （ウ）その他委員長が必要と認めた評価 

（４）前号（イ）の評価については、理事及び事務局長が兼務する副学長等を除くものとし、

以下のとおり実施する。 

（ア）副学長等は、年度当初（4 月頃）に職務に対する年度目標を全学業績評価委員会

へ提出する。 

（イ）全学業績評価委員会は、年度末（3 月頃）に副学長等との面談等により、年度目

標に対する達成状況を確認する。 

（ウ）全学業績評価委員会は、年度末に確認した達成状況を次年度の評価結果に反映

させる。 

（５）学長は、第 2 次評価を最終的に確認し、部局長及び被評価者へ通知する。 

（６）部局長は、第 2 次評価で「D」評価を受けた被評価者に対して指導、助言等を行う。 

 

６．公表等について 

 業績評価の実施に係わる教員業績評価大綱、教員業績評価実施要綱、部局等の評価基準・

ウエイト及び評価結果の全体概要については学内外へ公表するものとし、部局等の人数分

布統計資料は学内限りに公開するものとする。 

 

７．給与反映について 

 給与反映の概要は図のとおり。 

（１）本学の教員に対する給与制度は月給制と年俸制（新年俸制）の 2 種類があるが、両

者に対して同じ基準で業績評価を実施する。 

（２）学長は、現行の給与体系を踏まえて、業績評価（第 1 次評価及び第 2 次評価）結果を

考慮して、業績評価の対象となった教員の基本給の昇給、賞与、年俸額又は業績給

に反映させる。 
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7.1 月給制適用者 

（１）昇給 

  昇給日の直近の業績評価（第 1次評価及び第 2次評価）に基づき、下記の昇給区分・

昇給号俸にて行う。 

   部局長・・・対象者の昇給区分を学長に推薦する。 

   学長・・・部局長からの推薦を参考に最終決定を行う。 

   【昇給区分（5段階）の種類】 

     Ｓ・・勤務成績が極めて良好である者  Ｃ・・勤務成績がやや良好でない者 

Ａ・・勤務成績が特に良好である者   Ｄ・・勤務成績が良好でない者 

Ｂ・・勤務成績が良好である者 

   【昇給号俸数】 

 

    

 

 

 
   

     ※昇給号俸数は、国家公務員の例に準じて設定 

（２）勤勉手当 

   基準日（年 2回（12 月と翌年の 6月））の直近の業績評価結果（第 1次評価及び第 2

次評価）に基づき、下記勤勉手当成績率の種類に応じて行う。 

   部局長・・・「勤務成績が特に優秀な者」及び「勤務成績が優秀な者」を推薦し、「勤

務成績が良好でない者」を学長に報告する。 

   学長・・・部局長からの推薦を参考に最終決定を行う。 

   【勤勉手当成績率（7段階）の種類】 

     勤務成績が特に優秀な者   戒告の処分を受けた者 

     勤務成績が優秀な者     減給の処分を受けた者 

     勤務成績が良好な者     停職の処分を受けた者 

     勤務成績が良好でない者 

    ※勤勉手当成績率は国家公務員の例に準じて設定 

7.2 年俸制適用者 

【新年俸制については、文部科学省から示されたガイドラインをもとに制度設計を行う。】 

 

８．その他 

 この要綱に定めるもののほか、学長が必要と認めた業績評価に関する事項は全学業績評

価委員会の審議を経て、別に定める。 

 

昇給区分 
／ 

昇給号俸数 

 
Ｓ 
 

 
Ａ 

 

 
Ｂ 

 

 
Ｃ 

 

 
Ｄ 

 

教授 8 6 3 2 0 

准教授以下 8 6 4 2 0 

55 歳以上 2 1 0 0 0 
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附 則 

この要綱は、平成 31 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和元年 5 月 9 日から施行し、平成 31 年 4 月 1 日から適用する。 
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図 業績評価手順及び給与反映の概要 
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付表 

表 1 エフォート下限値 

職階等 教育 研究 社会貢献 管理運営 下限の和 

部局長 10 10 5 50 75 

教授 20 30 5 10 65 

准教授・講師 20 30 5 5 60 

助教 10 30 0 0 40 

特別研究教員 10 30 0 0 40 

助手 40 5 5 0 50 

センター教員 10 10 5 50 75 

機構教員 0 0 5 50 55 

実務家教員 30 10 5 5 50 

※ 上記により難い場合、教員は部局長に意見を申し出て、さらに部局長は学長と協議の上

で設定することができる。 

 

 

表 2 評価点数 

評価点数 評  語 

５ 特に優れている 

４ 水準を上回っている 

３ 水準に達している 

２ 改善の余地がある 

１ 問題があり改善を要する 

 

表 3 第 1 次評価、第 2 次評価 

 評  語 

S 活動状況が極めて良好である 

A 活動状況が特に良好である 

B 活動状況が良好である 

C 活動状況がやや良好でない 

D 活動状況が良好でない 

 

 


